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中長期目標変更案 中長期目標 （現行） 

Ⅲ. 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 

２．研究開発成果を最大化するための業務 

 

（２）オープンイノベーション創出に向けた産学官連携等の強化 

 機構の研究開発成果をＩＣＴ分野のイノベーション創出につないでいくためには、産学官が幅

広いネットワークを形成することで共同研究等を総合的・一体的に推進することが有効である。特

にＩＣＴ分野では技術革新が急速に進展しているため、我が国が国際競争力を確保していくため

にも、様々な分野・業種との連携を実現しながら、各プレイヤーが保有する技術やノウハウを結集

することで研究開発から社会実装の実現までを加速化することが求められている。 

このため、研究開発成果を最大化するため、機構が中核になり、産学官の幅広いネットワーク形成

や共同研究の実施、機構の研究開発拠点における大学との連携強化、産学官連携の取組としての協

議会の設立・運営、社会実装事例の蓄積等に取り組むことで、利用者・企業・大学・地域社会等の

出会いの場を形成し、オープンイノベーション創出を目指すものとする。また、グローバルな視点

でのオープンイノベーションの促進も重要であり、国際的な連携にも積極的に取り組むものとす

る。 

具体的には、我が国として新たな知識・価値を創出し、社会・経済システムの変革につなげていく

ためには、ビッグデータ、人工知能（ＡＩ）、ＩｏＴ、ロボット、高度道路交通システム（ＩＴＳ）

等のＩＣＴ分野の技術が重要な役割を果たすことになるため、これらの分野のオープンイノベー

ション創出に向けた産学官連携に積極的に取り組むものとする。 

特に、研究開発をより効果的かつ効率的に進めていく観点から、政府の方針を踏まえつつ、他の国

立研究開発法人等との連携協力を一層強化する。 

さらに、機構内の異なる研究分野間の研究開発成果（研究開発成果によって生成されるデータや情

報を含む。）を統合・融合・解析する研究開発を実施することによって、研究開発成果を潜在的な

利用ニーズに結びつけられる可能性がある。このため、社会・産業・科学等における利用ニーズや

社会課題を戦略的に調査分析しつつ、異なる研究開発成果の相乗効果を能動的に発揮させる研究

開発を行うことで、機構の研究開発成果を利用ニーズ等に結びつけていく取組を行うものとする。 

また、2030年頃の実現が見込まれる次世代通信技術 Beyond 5Gについて、民間企業や大学等産

学官のプレイヤーによる要素技術確立に向けた公募型研究開発プログラムを実施し、そのために

革新的情報通信技術研究開発推進基金を設置し、体制を構築する。 
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